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研究成果の概要（和文）：大地震時の広域避難シミュレーションモデルを用いて，木造住宅密集地域整備事業の評価に
関わる各種分析を試みた。まず，過去2時点の「避難困難率」の値を指標として，過去に実施された事業を評価した。
次に，具体的な整備手法検討の一例として，狭隘かつ交差点間距離の長い道路沿いに緊急避難経路を設けた場合の効果
を検証した。また，徒歩帰宅者の存在を考慮して，人々の火災曝露リスクや道路・避難場所の混雑度を推定したほか，
「建物内閉じ込めモデル」と「地域住民による救助活動モデル」を組み込み，地域住民による救助活動の効果と救助活
動者自身のリスクを評価した。さらに，自動車利用者の存在を考慮するための基礎的な分析を行った。

研究成果の概要（英文）：The various analyses related to the evaluation of improvement projects in densely 
built-up wooden residential area were performed using the simulation model, which describes wide-area 
evacuation at a large earthquake. Firstly, the past improvement projects were evaluated with the 
difficulty in wide-area evacuation between two time points (1991 and 2006) as an index. Secondly, as an 
example of the application of the simulation model to considering the specific methods to improve cities, 
the effects of adding new evacuation routes connecting between two narrow and long streets were verified. 
Thirdly, the exposure risk with fire-spreading for people and the congestion of streets and evacuation 
areas were estimated considering people who return home on foot after an earthquake occurs. Fourthly, the 
effects and risk of rescue activities by local residents were quantified. Lastly, the basic analyses were 
performed in order to take automobile users at a large earthquake into account.

研究分野： 地域防災・減災計画，都市解析
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１．研究開始当初の背景 
(1)木造住宅密集地域では，大地震発生時に
建造物が倒壊して生じる瓦礫によって避難
場所への円滑な避難が困難となる可能性が
高く，早急な改善が必要とされている。整備
目標として従来用いられてきた不燃領域率
や延焼抵抗率は，火災に対する市街地全体の
平均的な安全性を示すものであり，人々が避
難場所まで安全に避難できるか否かという
観点から個々の街区や建物の安全性を保証
するものではない。 
 
(2)これまでに構築した広域避難シミュレー
ションモデルでは，大地震発生後の建物倒壊
によって生じる瓦礫や火災延焼時の火炎・熱
による道路閉塞や，広域避難者の集中による
道路混雑を考慮している。一方で，大地震時
に深刻化することが予想される自動車によ
る渋滞や路上放置車両の存在が，広域避難者
に及ぼす影響は考慮されておらず，より精緻
なシミュレーションを実行するために，モデ
ルへの組み込みを検討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
(1)大地震発生時に大きな物的・人的被害が
発生することが予想される木造住宅密集地
域の危険性を低減させる上では，地域住民や
事業者の合意形成を得ながら，場所に応じた
適切な整備を進めていくことが重要である。
そこで，具体的な街区や避難経路の安全性を，
人々が避難場所まで円滑に避難できるかど
うかという観点から定量化し，従来よりもミ
クロな空間単位で具体的・効果的・効率的な
整備方法を提示するための手法を構築する
ことを目的とした。 
 
(2)大地震時において人々が一時集合場所や
広域避難場所に向かう場合，建物倒壊・火災
延焼・道路閉塞等の物的被害以外にも，様々
な要因の影響を受ける可能性が高い。安全か
つ円滑な避難を行う上で，事前に出来るだけ
多くの要因を想定し，議論しておくことは重
要である。そこで，①大地震発生後に徒歩で
自宅に向かう人々（徒歩帰宅者）と一時集合
場所・広域避難場所に向かって避難する人々
（広域避難者）が混在することの影響，②倒
壊した建物内に閉じ込められている人々を
地域住民自らが救助することの効果とリス
ク，③火災延焼が接近した場合の避難開始の
タイミングと逃げ遅れの関係を定量的に分
析することを目的とした。 
 
(3)大地震発生後に自動車による渋滞や路上
放置車両の存在が徒歩帰宅者・広域避難者に
及ぼす影響を，広域避難シミュレーションに
おいて考慮するための第一歩として，①大地
震発生直後の主要幹線道路の混雑状況や，②
自動車利用者が車両を路上に放置して徒歩
帰宅者に転じることで，道路や徒歩帰宅者支
援施設の混雑や，路上での徒歩帰宅断念者数

が従来の想定以上に深刻化する可能性につ
いて，基礎的な分析・考察を行うことを目的
とした。 
 
３．研究の方法 
(1)平成 3年と平成 18年の東京都世田谷区土
地利用現況調査に基づく市街地GISデータと，
平成 10 年東京都市圏パーソントリップ調査
に基づく都市内滞留者の時空間分布データ
を，これまでに構築してきた物的被害モデル
と避難行動モデルから構成される大地震発
生時の広域避難シミュレーションモデルに
入力した。そして，大地震発生時に人々が避
難場所まで徒歩で到達可能であるか否かを
表す指標である「避難困難率」を 2時点（平
成 3 年・平成 18 年）について算出し比較す
ることで，過去に実施された木造住宅密集地
域整備事業の評価を行った。 
 
(2)平成 18年においても依然として避難困難
率が高いことが明らかとなった道路の沿道
建物間に，大地震発生時等の緊急時にのみ利
用可能な通り抜け避難経路を新たに設ける
ことを想定し，具体的な整備箇所を示す GIS
データを作成した。そして，(1)と同様に広
域避難シミュレーションを実行することで，
どのような箇所でどのように避難経路を設
けることが効果的・効率的であるかを検証し
た。 
 
(3)東京都足立区土地利用現況調査データ
（平成 23 年），東京都市圏パーソントリップ
調査データ（平成 20 年），関東全域のデジタ
ル道路地図データ（平成 25 年），および，こ
れまでに構築した徒歩帰宅シミュレーショ
ンモデルを用いて，大地震発生後の首都圏に
おける徒歩帰宅者の時空間分布を道路単位
で推定した。そして，得られた時空間分布を
広域避難シミュレーションの入力データと
して追加することで，徒歩帰宅者・広域避難
者それぞれの火災曝露リスクや，徒歩帰宅者
の流入により道路・一時集合場所・広域避難
場所の混雑がどの程度悪化する可能性があ
るかを検証した。 
 
(4)(1)～(3)で使用した広域避難シミュレー
ションモデルに，新たに「建物内閉じ込めモ
デル」と「地域住民による救助活動モデル」
を組み込んだ。そして，「避難困難者」を「建
物内閉じ込め者」，「街路上閉じ込め者」，「死
亡者」の 3種類に細分化してシミュレーショ
ンを実行することで，地域住民による救助活
動の効果と救助活動者自身のリスクを，全体
の死亡者数を低減する観点から評価した。 
 
(5)(4)で改良した広域避難シミュレーショ
ンモデルを用いて，高齢者の割合が大きく異
なる複数の発災時刻において，延焼火災接近
時の避難開始のタイミングを複数設定して
シミュレーションを実行した。そして，瓦礫



の乗り越えや救助活動への参加が困難な高
齢者が多い時間帯の人的被害の様相や，避難
開始のタイミングが遅れることにより人的
被害がどの程度拡大する可能性があるかを，
定量的に分析・考察した。 
 

 
図 1 大地震発生時の広域避難シミュレーシ
ョンモデルの概要（「建物内閉じ込めモデル」
と「地域住民による救助活動モデル」の組み
込み後） 
 
(6)東京都市圏パーソントリップ調査（平成
10 年）と道路交通センサス（平成 22 年）の
データを用いて自動車利用者の時空間分布
を首都圏全体で推定した。そして，大地震発
生直後に想定される道路の混雑状況を主要
幹線道路別に推定した。さらに，帰宅困難と
なる可能性の高い自動車利用者（ドライバ
ー・同乗者）の人数を，地域別・距離帯別・
移動目的別・性別・年齢階層別に推計した。 
 
４．研究成果 
(1)平成 3 年と平成 18 年の 2 時点について，
それぞれ広域避難シミュレーションを実行
した結果，木密事業が市街地の不燃化・耐震
化に一定の効果を上げ，全体的に見れば避難
困難率も低減していることを定量的に確認
した（図 2）。一方，整備箇所の偏りによって
局所的に避難困難率の高い箇所が残存して
おり，地域全体の避難困難率や避難時間・避
難距離の改善を妨げていることが判明した。
避難困難率の高い建物は，特に，道路幅員が
狭く交差点間距離が長い道路沿いに多い。 
本手法によれば，不燃領域率や延焼抵抗率

等，市街地全体の耐火性能を数値化するだけ
では把握できない広域避難の困難性を，建
物・道路単位で把握し，その後の整備計画に
反映させることが可能である。 
 
(2)幅員が狭く交差点間距離が長い道路沿い
の建物の避難困難率を効果的かつ効率的に
低減させるための手法として，大地震発生時
等の緊急時にのみ利用可能な通り抜け避難
経路を整備する手法に着目し，その有効性を
避難困難率等の指標を用いて定量的に評価
した。通り抜け可能な避難経路を新たに設け
ることで，交差点間の距離が短くなることか
ら，発災時の居場所周辺の道路閉塞によって
閉じ込めに遭う避難困難者の数を大きく減
らすことができると考えられる。 

 
図 2 建物ごとの避難困難率の経年変化 
※避難困難率は，シミュレーション回数に占
める避難困難者が発生した回数と定義。 
 

 
図 3 整備箇所と各建物の避難困難率減少効
果の空間分布（第 1位，第 2位，第 3位は整
備の順番を表す） 
 
シミュレーションの結果，もともと広域避

難の困難性が深刻である道路ほど整備効果
が大きくなる傾向が見られた（図 3）。また，
建物の不燃化・耐震化や道路幅員の拡幅と比
較して，効果的かつ効率的に避難困難率を低
減させることが可能であることを示した。 



 本手法によれば，これまで事業計画者の直
感に頼ることの多かった整備箇所・整備方法
に関する検討を，具体的かつ定量的に行うこ
とが可能である。 
 
(3)東京都足立区北千住地域を例にシミュレ
ーションを実行した結果に基づけば，地域内
を通る主要幹線道路の徒歩帰宅者による混
雑度は，最も値の高い道路でも，ピーク時に
100mあたり160人程度の値にとどまることが
判明した。また，対象地域の中心部に位置す
る狭小な一時集合場所を除けば，一時集合場
所と広域避難場所の占有可能面積には余裕
が見られた。一方，シミュレーションを実行
した200通りの物的被害パターンのうち半数
以上について，対象地域外部から流入・通過
する徒歩帰宅者の 50%以上の人々が，火災ま
で50m以内に接近してしまう可能性を示した。 
これらの人々は，迂回によって火災への接

近を避けられたとしても，地理的に不慣れな
土地においては，道に迷っている間に建物の
倒壊や別の延焼火災に巻き込まれる可能性
がある。すなわち，「大地震発生後にむやみ
に帰宅しない」ことは，道路や避難場所の混
雑を抑制する効果があるだけでなく，むしろ，
自身が徒歩帰宅中に延焼火災に巻き込まれ
ないために重要であるといえる。また，今後，
徒歩帰宅者が多く通過する可能性があり，か
つ，大地震発生時の倒壊・火災危険度が高い
エリアを中心に，様々な地域でシミュレーシ
ョンを実行する予定である。 
 
(4)倒壊建物の瓦礫乗り越えや避難者属性の
違いを考慮したシミュレーションモデルを
用いて，東京都足立区北千住地域を例に，大
地震発生時における地域住民による救助活
動の効果と広域避難時の逃げ遅れの影響を
評価した。平均値でみると，街路上に閉じ込
められた状態で火災に巻き込まれて死亡す
る場合が最も多く，次いで，建物内に閉じ込
められた状態で救助が間に合わず，負傷が原
因で死亡するケースが多い。一方，一時集合
場所周辺に延焼が拡大した場合に逃げ遅れ
ると，甚大な被害となる場合があり，一時集
合場所に一度到達した避難者が最大1千人以
上死亡するケースも見られた（図 4）。また，
救助活動後に死亡する人数は，平均値でみれ
ば救出される人数の 2分の 1以下であり，地
域住民による救助活動によって全体の人的
被害を低減できる可能性を示した。 
 本シミュレーションモデルを用いれば，全
体の人的被害を低減するために有効な避
難・救助行動のあり方を，発災時刻や地域の
特性に応じて具体的に検討可能である。特に，
今回の実行結果においては，最大で 200 人前
後の救助活動者が死亡するケースが存在し
ていることから，今後は，どのような物的被
害の場合に一時集合場所からの逃げ遅れが
発生し，また，救助活動者に死亡者が発生す
るのかについて検討する予定である。 

 

図 4 一時集合場所到達後の死亡者数が最多
となるケースの火災延焼の様子 
 
(5)通勤・通学の時間帯（8 時，18 時）にお
いて，都心部と郊外部を結ぶ放射線状の道路
と環状道路の交点付近が渋滞しやすく，大地
震時の広域輸送における障害となる可能性
が高いことが明らかになった。また，渋滞が
特に深刻な道路（自動車利用者の密度と，道
路上で車両が占める面積の割合がともに高
い道路）は，大地震発生時の総合危険度（建
物倒壊や火災延焼の危険性）が高い地域に多
く（図 5），早急な対策が必要であると考えら
れる。また，大地震発生後に発生する道路閉
塞や交通渋滞の影響により，自宅から 20km
以上離れた地点にいる自動車利用者は帰宅
困難と仮定すると，①移動目的別では，私用
や業務等，通勤・通学以外の目的で遠出をし
ている人の割合が比較的高く，②性別や年齢
階層別でみると，女性は最大で約 2万 7千人，
18 歳未満の児童・生徒や 65 歳以上の高齢者
は最大で合計約 1万 2千人存在することが判
明した。さらに，自宅から 20km 以上離れた
建物内に滞在しているドライバーが都心部
に非常に多く存在する（図 6）ことを示した。
こうした人々が大地震発生後に一斉に自動
車を利用し渋滞を悪化させないための対策
を検討する必要がある。 
 今後は，細街路上の車両の時空間分布推定
に着手し，市街地における緊急車両の走行や
一時集合場所・広域避難場所への避難に及ぼ
す影響について検証する予定である。 
 

 
図 5 渋滞の深刻度に基づく主要幹線道路の
分類と震災時総合危険度の空間分布 

避難場所 



※図 5においては，道路上の自動車利用者の
密度 D[人/100m]と道路上で車両が占める面
積の割合 R[%]の値に基づき，各道路を次のよ
うに分類している。 

Ⅰ：D≦30 and R≦15 
Ⅱ：D＞30 and R≦15 
Ⅲ：D≦30 and R＞15 
Ⅳ：D＞30 and R＞15 

 

 
図6 自宅から20km以上離れた建物内にいる
ドライバーの空間分布 
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